
令和４年度 第１回久留米市環境審議会 

 

 

日時：令和５年３月１５日（水） 

１３時３０分～ 

場所：久留米シティプラザ５階大会議室 

 

 １ 開 会 

 

 

 ２ 議 事 

 （１）久留米市地球温暖化対策実行計画の改定について          資料１ 

 

 

 ３ 報 告 

 （１）久留米市環境基本計画行動計画の進捗状況について（令和 3年度）  資料２ 

 

 （２）久留米市域から排出される温室効果ガスについて（令和元年度）   資料３ 

 

 （３）久留米市地球温暖化対策実行計画（事務事業編）令和 3年度実績について 

                                    資料４ 

 

 （４）令和 3年度久留米市環境調査結果について             資料５ 

 

 （５）令和 3年度久留米市のごみ量について               資料６ 

 

 

 ４ 閉 会 
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18 高齢者快適生活つくり研究会 代表 吉永　美佐子
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久留米市地球温暖化対策実行計画の
改定について

0

久留米市

資料１



計画改定の趣旨

1

久留米市地球温暖化対策実行計画（2019年3月）

気候変動の影響の深刻化

• 市民・事業者と連携しながら低炭素社会の実現に向けて取組

• 集中豪雨や猛暑などの気象災害が国内外で激甚・頻発化
久留米市においても、約40年で年平均気温が1.6℃上昇

• 感染症リスクの拡大や生物多様性の喪失にもつながる



計画改定の趣旨

2

パリ協定（2015年12月採択）

IPCC1.5℃特別報告書（2018年10月）

• 世界の平均気温の上昇を工業化以前よりも2℃よりも十分低く保つ
とともに、1.5℃に抑える努力をすること

• 今世紀後半には世界全体でカーボンニュートラルとする目標設定

• 地球温暖化が現在の速度で進行すると、2030年から2050年頃の
間に気温上昇が1.5℃に達する可能性が高い。

• 1.5℃に抑制するためには、CO2排出量を2030年までに2010年水
準から45％削減し、2050年頃に実質ゼロにする必要



計画改定の趣旨

3

IPCC第6次評価報告書第3作業部会報告書（2022年4月）

• 平均気温上昇を1.5℃に抑えるためには、世界全体で、2030年ま
でに2019年比で43％削減が必要

本市も脱炭素社会構築に向けて取組を強化



計画の位置づけ

4

環境基本法

地球温暖化対策推進法

久留米市環境基本条例

久留米市環境基本計画

久留米市地球温暖化対策実行計画

（区域施策編・事務事業編）

国 久留米市

地球温暖化対策計画

気候変動適応法

久留米市新総合計画

【その他の関連計画】

・久留米市都市計画マスタープラン

・久留米市都市交通マスタープラン

・久留米市緑の基本計画2018

・くるめ生きものプラン（久留米市生物多様性地域戦略）

・久留米市一般廃棄物（ごみ）処理基本計画

など

気候変動適応計画



5

現行計画の進捗状況

現計画は、2018（平成30）年度に策定し、2030（令和12）年度
までを計画期間とし、国が2016（平成28）年度に策定した地球温暖
化対策計画を踏まえた目標を設定しています。

（1）温室効果ガス排出量の状況

目標（2030年度） 実績

２６％削減
（2013年度比）

２７．７％削減
（2019年度）



6

現行計画の進捗状況

（1）温室効果ガス排出量の状況

• 基準（2013）年度比27.7％削減
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現行計画の進捗状況

（1）温室効果ガス排出量の状況（部門別排出量の割合）
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現行計画の進捗状況

（1）温室効果ガス排出量の状況（部門別排出量の推移）

• 排出係数の改善により、民生部門は43.6％削減



9

現行計画の進捗状況

（1）温室効果ガス排出量の状況（エネルギー消費量の推移）

• 基準（2013）年度比で11.9%削減



10

現行計画の進捗状況

（2）成果指標の実績

成果指標
基準値
(2016)

実績
(2021)

目標
(2025)

再生可能エネル
ギーの導入量

88,502ｋＷ 116,550ｋＷ 112,000ｋＷ

市民一人一日あた
りのごみ排出量

908g 893g 888g

日常で環境に配慮
した取り組みをして
いる市民の割合

79.0% 85.4% 85.0%



11

現行計画の進捗状況

（2）成果指標の実績（再生可能エネルギーの導入量）

• 基準（2016）年度比31.7％増加



12

現行計画の進捗状況

（3）総括

• 現行計画について、新型コロナウイルス感染拡大の影響などがあるものの、
温室効果ガス排出量の2030年度目標は達成している。

• 地球温暖化対策推進法の改正により、改定する実行計画には、

① 国の温室効果ガス削減目標（2030年度に2013年度比46％
削減）を踏まえた目標の引き上げ

② 再生可能エネルギーの利用促進等の実施目標の追加
③ 削減目標を踏まえた工程や具体策の位置づけ が必要。



13

現行計画の進捗状況

• 地域脱炭素の促進を図るための促進区域や地域の環境の保全、経済
及び社会の持続的発展に資する取組等を定めること（努力義務）。

• 本市では、4年連続で浸水被害が発生するなど、気候変動への適応が
喫緊の課題。適応策をより強化し推進していくことも重要。

ゼロカーボンシティ実現に向け、現行計画の取組を基本に、
改正地球温暖化対策推進法の趣旨等を踏まえ、取組の
加速化と強化を図る

（3）総括



改定にあたって考慮すべき事項

• 2020年、「パリ協定」の本格運用の開始

（1）世界、国内にかかる事項

（国際社会の動向）

COP26決定文書採択の瞬間（外務省HP参照）
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改定にあたって考慮すべき事項

（1）世界、国内にかかる事項

（国内の動向）

○法令等の改定

• 地球温暖化対策推進法の改正（2021年5月）
• 地域脱炭素ロードマップの取りまとめ（2021年6月）
• 2050年CNに伴うグリーン成長戦略の策定（2021年6月）
• 地球温暖化対策計画の改定（2021年10月）
• 気候変動適応計画の改定（2021年10月）
• エネルギー基本計画の見直し（2021年10月）
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改定にあたって考慮すべき事項

（1）世界、国内にかかる事項

国の削減目標：2030年度46％削減※
※中期目標として、2030年度において、温室効果ガスを2013年度から46％削減する
ことを目指す。さらに、50％の高みに向け、挑戦を続けていく。
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改定にあたって考慮すべき事項

（2）久留米市の状況
○ゼロカーボンシティ宣言（2021年2月）

令和5年1月31日現在、831自治体
（45都道府県、480市、20特別区、243町、43村）
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改定にあたって考慮すべき事項

（2）久留米市の状況
○環境基本計画策定（2021年3月）
・重点テーマ「久留米版エネルギー循環モデルへのトライ」

太陽光や一般廃棄物処理施設等で発電したエネルギーや、ZEHやZEBの
余剰電力を他の施設や地域で有効活動するなど、エネルギーが地域で循環
する地産地消モデルの構築をめざす取り組み

令和5年1月開始（エネルギー地産地消事業）
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改定にあたって考慮すべき事項

（2）久留米市の状況
○既存公共建築物のZEB化

• 環境部庁舎をはじめ、３施設のZEB化（令和3年度まで）
• ノウハウ提供などによる民間への波及

環境部庁舎
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改定にあたって考慮すべき事項

（2）久留米市の状況

○再エネポテンシャルを踏まえた最大限導入

○気候変動への適応
・頻発する浸水被害や熱中症などの被害の回避・軽減への取り組み

令和3年8月豪雨（久留米市内）
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改定の方針

（1）改定のフレーム

①国と整合した目標設定
2030年度の温室効果ガス削減目標46％以上（2013年度比）

②率先行動としての公共施設の脱炭素化
既存公共施設のＺＥＢ化や太陽光発電の導入

③再エネの最大限導入に向けた施策と利用促進
再エネポテンシャル調査を踏まえた再エネ導入目標の見直しと
具体的な利用促進策の追加
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改定の方針

（1）改定のフレーム

④成長戦略としての脱炭素化
地域経済振興の観点からＧⅩやＳＤＧｓへの取り組みを支援

⑤気候変動適応策の強化・推進
治水対策をはじめとした自然災害への適応策を追加

⑥2050年ゼロカーボンシティ実現に向けた市民・事業者・行政の協働推進
市を挙げて脱炭素社会を構築していくための協働の仕組みづくり
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改定の方針

（2）改定の手順
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